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 従業員は企業を定年退職した後、年金生活に入るわけですが、彼らの所得の

柱は大きく３つに分かれます。すなわち 

 （１）公的年金 

 （２）企業年金・退職金 

 （３）個人年金や個人資産 

です。このうち、老後所得においても企業と従業員の関係が発生するのは（２）

企業年金・退職金の部分です。 

 

 

 

 金額の多少はありますが、ほとんどの企業では退職金制度を採用しており、

一定年数以上勤続した社員へ退職時になんらかの支払いをする習慣が定着し

ています。また、この退職金の一部分を分割して年金払いする企業年金制度も

広く普及しています。企業年金は、一般に退職金の一部ないし全部を年金払い

することで運営されます。たとえば退職金の総枠は 1500 万円で定年退職時に

退職一時金として 700 万円、年金払いで 800 万円を支給、というように設定さ

れます。 

 企業年金の支払い方は様々です。通常は公的年金と同様に隔月で支払われま

すが、その支給期間については、10 年や 15 年といった期限が決められている

もの、終身で亡くなるまで受けられるもの、両者を組み合わせたものなどがあ

ります。具体的には企業ごとに企業年金の規約等で定められています。企業年
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金の水準は退職金の水準や企業年金化している割合にもよりますので、一概に

はいえませんが、月額５～10 万円程度になる例が多いようです。 

 平均的な年金生活世帯（世帯主が 60 歳以上の夫婦で無職の世帯）の家計を

見ると、公的年金の給付額は毎月 19.6 万円程度となっています。一方で、生

活費については毎月 28.3 万円程度となっており、8.7 万円の不足が出ていると

いう状況です。平均的な年金生活世帯においては、公的年金だけでは生活費が

若干不足しており、その分を企業年金の収入や自分の財産を取り崩す形で生活

をやりくりしています（総務省統計局「家計調査年報 平成 14 年」より）。 

 

 

 

 しかし彼らが在職中に貯蓄等に励むことで数千万円以上の財産を作るのは

大変です。なぜなら現役時代には子供の教育費や住宅ローンの返済などに追わ

れてどうしても老後のための貯蓄は後回しになってしまうからです。長年働い

てくれた社員に支払う退職金や企業年金の給付は、彼らの老後における生活費

の不足を補う大きな支えとなっているのです。 

 また、公的年金の水準については少子高齢化の進展などを受け、抑制される

傾向にあります。そのため企業年金・退職金に対して従業員が期待する役割も

増しつつあるといえます。 
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